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法人目標
『日本一の社会的企業』

はじめに

理事長　菱田　貴大

皆様の日頃のご支援に心より感謝申し上げます。

わたし達エスエスエスは2000年の法人設立時より、経済的問題や心身の問題など様々な事情

を抱え、最低限の生活を維持できず、生きていくことに「いま困っている方」を「いま助ける」こ

とを組織の第一使命として活動しています。わたし達は、この使命を実践するにあたり、独自の

発想と持ち前の行動力で挑戦を続けてきました。これまで多くの壁にぶつかりながらも、皆様

から多大なご支援とご指導をいただいたことで、この活動は15年目を迎え、これまでに延べ5.4

万人を超える方に対して居住、食事、就労をはじめとする生活支援、自立支援を提供することが

できました。まずはエスエスエスに関わりを持つ全ての方にこの場をお借りして心より御礼申

し上げます。

現在、わが国では、これまでの長年に渡る景気低迷、世界最速といわれる少子高齢化の進行な

ど数々の深刻な要因により国家財政が悪化の一途を辿るなか、社会保障制度の持続性が問題視

されています。無言の将来世代に一方的に借金を負わせることでしか成り立たない従来型の行

政主導、公的予算依存による社会保障制度や福祉施策は今まさに変革を迫られています。この

ままでは、高齢傷病者や失業者、低所得者といった「支えられる側」も、企業や現役労働者、次世

代といった「支える側」も苦しくなる一方であることは明らかです。

この様な厳しい状況において、持続可能な社会創りに向けた新たな社会問題解決の担い手と

して、民間組織が公的予算に過度に依存せず、事業の手法を取りつつも、利益の追求ではなく社

会問題の解決を組織の主目的とする「社会的企業（ソーシャルビジネス体）」の活躍が世界的に

も注目されています。その中でも、バングラデッシュのグラミン銀行創設者でノーベル平和賞

受賞者であるムハマド・ユヌス氏の取組みに代表される、事業そのもので社会問題を直接的かつ

持続的に解決していく手法が最も期待されています。

わたし達はこれからも、事業を通じ、困っている方一人ひとりの力になるためにこれまで以

上に真心を大切にした支援を行うことはもちろん、社会全体や次世代が担う未来を視野に入れ

た新たな仕組みを探求していきます。そして、この活動が持続可能な日本の社会創りの一翼を

担っていると信じ、大きな責任感と使命感を胸に「創造」と「挑戦」を続けていきます。

わたし達はいま、「日本一の社会的企業」になることを組織の目標にしています。
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About SSS

理事会

危機管理室

宿泊所事業部

本部事務局

障碍者事業部

・東京支部

・三多摩支部

・神奈川支部

・埼玉支部

・千葉支部

・茨城支部

・グループホーム
 （介護サービス包括型）

・就労継続支援B型

・相談支援事業

・放課後等デイサービス

・生活介護（準備中）

・都市型軽費
  老人ホーム
  （準備中）

内部監査室

高齢者事業部

本部事務局
情報の公開と収集、管理業務について、全事業部と連携し、法人
全体の運営管理を行う。

危機管理室
理事長を室長とした危機管理室。 防災管理規程及びBCP（事業
継続計画）の整備・運用を行う。

内部監査室
苦情窓口、内部監査を通じてコンプライアンスを徹底し、さらなる
サービス向上を目的にした事業部から独立した組織。

本部機能について
宿泊所事業部
公的セーフティネットの穴[貧困、失業、ホームレス、無縁（孤立）社
会、DV等]に対し、無料低額宿泊所の運営を軸に民間独自の発
想を用いて解決を図る事業。
障碍者事業部
障碍福祉分野における社会資源不足による社会的入院問題や
地域生活移行遅れの問題について解決を図る事業。
高齢者事業部
単身独居老人増加、社会資源不足による介護難民の増加につい
て解決を図る事業。

事業部について

法人概要（2013年10月31日現在）

事業種類
 （１） 生活困窮者の為の入所施設の開設及び運営管理
 （２） 生活困窮者が自立する為の種々のプログラムを行う自立支援事業
 （３） 生活困窮者への職業相談、職業紹介、職業訓練、情報提供等職業
  斡旋に関する事業及び生活困窮者を対象とする人材派遣業
 （４） 福祉に関する相談援助事業
 （５） 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業
 （６） 生活困窮者が生きがいを得るための農業及び関連事業
 （７） 有料老人ホーム及び軽費老人ホームの開設及び運営管理
 （８） 介護保険法に基づく居宅サービス事業及び介護予防サー
  ビス事業
 （９） 介護保険法に基づく居宅介護支援事業
 （１０） 障害者総合支援法に基づく一般相談支援事業
 （１１） 障害者総合支援法に基づく特定相談支援事業
 （１２） 児童福祉法に基づく障害児相談支援事業
 （１３） 児童福祉法に基づく障害児通所支援事業
 （１４） 児童福祉法に基づく児童自立生活援助事業

名　称 特定非営利活動法人エス・エス・エス
 （NPO SOCIAL SECURITY SERVICE：民間による社会保障サービス）
本　部 〒110-0015　東京都台東区東上野3-36-8-2F
ＴＥＬ 03-3834-6854（代表）　　ＦＡＸ　　03-3834-6855
代表者 理事長　菱田 貴大
設　立 2000年3月30日　　　　　資本金　　380万円
事業内容 無料低額宿泊所、障碍者グループホーム等の開設・運営を通じた自立支援
活動地域 東京都（23区・多摩地区）、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県
相談センター数 ９ヶ所（生活相談センター６ヶ所、ドロップインセンター２ヶ所、障碍者相談支援センター１ヶ所）
施設数 137ヶ所（無料低額宿泊所127施設、障碍者グループホーム10ユニット）
定員数 4,707名（無料低額宿泊所4,635名、障碍者グループホーム72名）
行政受託事業数 15件（東京都23区内4件、多摩地区内6件、埼玉県内2件、千葉県内2件、茨城県内1件）
従事者数 769名（正社員246名、アルバイト社員313名、ボランティア等210名）
 ⇒ うち社会的雇用数  665名（86.5%）  ※SSS職員登用制度を活用した就労困難者（高齢者、障碍者等）の数

有資格者数 のべ110名（社会福祉士16名、精神保健福祉士14名、介護福祉士11名、伴走型支援士18名、その他51名）
 ※伴走型支援士はNPO法人ホームレス支援全国ネットワークの認定する民間資格です。

事業の目的 この法人は、一人で住宅を借りることが困難な生活困窮者・高齢傷病者・障害者の為の入所施設に関する
 事業及びこれらの人々に対する種々の支援に関する事業を行い社会に貢献することを目的としています。

特定非営利活動の種類
 この法人は、前項の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。
 （１）保健、医療又は福祉の増進を図る活動
 （２）職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

※この補助制度を利用して専門学校（通信課程）の入学を済ませている職員
の人数となります。

内訳

内訳

 社会福祉士 16
 精神保健福祉士 14
 介護福祉士 11
 その他福祉関連資格 46
 キャリアカウンセラー 2
 宅地建物取引主任者 3
 伴走型支援士 18
 合計 110

有資格者数合計110名（平成26年3月）

 社会福祉士 12
 精神保健福祉士 8
 合計 20

資格取得補助制度実績20名（平成26年3月実績）

2010年 2月 ○東洋大学「チュロランコン大学コース事前学習会」講師
3月 ○シンポジウム「千葉県民福祉セミナー～社会的排除と向き

合う～」活動報告　
○シンポジウム「要援護者の暮らしの課題を考える～日本と

韓国の事例から～」活動報告
○論文掲載「制度の谷間に置かれた要援護者の地域での支

え合い、社会的自立、雇用創出に関する研究」（平成21年度
厚生労働省社会福祉推進費補助金事業研究報告書）

4月 ○就労継続支援B型事業所「エスプリ」開設
5月 ○「貧困研究会第15回定例研究会」活動報告
7月 ○論文掲載「都市問題第101巻2010年７月号」

10月 ○フィリピン・マニラのスクウォッター（不法居住区）現地調査
11月 ○司法書士による「何でも相談会」を全支部で開催

○SSSスマイルプロジェクト「極度の貧困地域への国際支
援」フィリピン・カランパン地区の小学校立て替えおよび給
食提供

2011年 1月 ○「さいたま市ホームレス施策検討・推進会議」委員
3月 ○東洋大学によるバンコクのスクウォッター住民への聞き取り

調査同行
4月 ○SSSスマイルプロジェクト「東日本大震災復興支援」炊き

出しと物資提供
5月 ○土浦協同病院シンポジウム「生活保護受給者の生活支援

について」活動報告
11月 ○地域生活定着支援センターと協働した刑務所出所者の受

入れ開始
12月 ○「日本居住福祉学会」入会

○日本居住福祉学会「韓国居住福祉実践事例視察会」（韓国・
ソウル）

2012年 1月 ○SSSスマイルプロジェクト「極度の貧困地域への国際支
援」フィリピン首都圏の洪水被害に対する再定住支援

3月 ○SSSスマイルプロジェクト「東日本大震災復興支援」ガレキ
撤去ボランティア派遣

7月 ○SSS活動報告会「～持続可能な生活困窮者対策のあり方
を考える～民間（NPO）によるセーフティネットの課題と可
能性」開催

○論文掲載「困窮者支援における無料低額宿泊所の機能と
役割」（ホームレスと社会vol.7）

12月 ○「生活保護基準引き下げに反対する署名」実施
2013年 2月 ○「社会的企業研究会」入会

3月 ○国土交通省「賃貸住宅におけるサービス・支援の市場調査
報告書」掲載

○東京都都市整備局「居住支援団体の活動事例集」掲載
4月 ○「障がい者相談支援センター　いまここ」開設
5月 ○SSSスマイルプロジェクト「東日本大震災復興支援」福島

ユナイテッドFCへのサポート開始　※同年10月「サッカー
スクールin福島」開催

10月 ○日本居住福祉学会「日中韓居住問題国際会議」（中国・北
京）

11月 ○SSSスマイルプロジェクト「極度の貧困地域への国際支
援」フィリピン・台風ハイエン緊急復興支援

2014年 2月 ○人財教育社「Social Firm（社会的企業）視察」（ドイツ・ベ
ルリン）

○「CEFEC Japan準備委員会」発足・参加

※受託事業については、別途P.20 ～ 21をご覧ください。

2000年 3月 ○特定非営利活動法人エス・エス・エス設立
2001年 8月 ○江東区公園管理課と連携し、地域の清掃のボランティア活

動開始
2002年 6月 ○施設長の「防火管理者」・「食品衛生責任者」の資格取得

を義務化
2003年 1月 ○上野事務所に相談所を併設。週5回炊き出しを開始
2004年 4月 ○職員の正社員・アルバイト社員制度を開始

10月 ○「千葉県生活保護見直し委員会」委員
2005年 2月 ○「日本地域福祉学会（千葉県）」活動報告

3月 ○「埼玉県社会福祉協議会ホームレスセミナー」活動報告
4月 ○女性専用施設「飛田給荘」開設（東京都）

○朝日新聞社と連携し、就労支援事業を開始
5月 ○「ぐっどわーくサポーター（SSS就労支援員）」配置　
6月 ○「埼玉県ホームレス支援計画推進委員会」作業部会委員

　※2014年度「埼玉県ホームレス自立支援委員会」委員と
して継続中

2006年 3月 ○「ホームレス予防何でも相談所　ドロップインセンター千
葉」開設

8月 ○大阪市立大学「東アジアのホームレス問題研究会韓国釜
山調査」

○虹の連合「もう一つの全国ホームレス調査」
9月 ○アメリカNY州で活躍するホームレス支援NPO・社会的企業

の現地調査
12月 ○「埼玉県無料低額宿泊所職員研修会」講師

2007年 4月 ○サービス付高齢傷病者施設「ハッピーホーム伊勢町」開設
（神奈川県）

6月 ○「ホームレス支援全国ネットワーク」加盟
7月 ○大阪市立大学「大韓民国ソウル市における生活困窮者の

現況とその対策の聞き取りおよび現地調査」
10月 ○「 国 連 人 間 居 住 計 画（WORLD-HABITAT DAY）」、

「ANAH 2007 in Seoul-NPO Leader's Academy」活
動報告（韓国・ソウル）

11月 ○「生活扶助基準の見直しについて公正な検討を求める会」
を発足、署名運動実施

2008年 2月 ○シンポジウム「ホームレス自立支援から提起する新しいセイ
フティネットの構築」活動報告

5月 ○国際シンポジウム「光州国際平和フォーラム」、「The 2nd 
ANAH 2008」活動報告（韓国・光州）

○「ドロップインセンターかわさき」開設
6月 ○「生活保護通院移送費削減の通知撤回を求める署名」を

厚生労働大臣へ提出
○「比較住宅都市研究会」活動報告

7月 ○「第31回公的扶助研究会関東ブロックセミナー」活動報告
9月 ○精神障碍者グループホーム「ラファミド八王子」開設

2009年 2月 ○ワークショップ「排除から包摂をめざしたホームレスの中間
居住施設と地域定着事業の支援体系構築」活動報告

6月 ○シンポジウム「ホームレス女性の背景は？～彼女の物語と
自立するまで～」活動報告

7月 ○「低所得の要介護者の住まいに関するシンポジウム」活動
報告

10月 ○SSSスマイルプロジェクト始動
○国際ワークショップ「西ヨーロッパと東アジアにおける都市

再生と社会的排除の比較視座」活動報告
　(ベルギー・ブリュッセル)

11月 ○厚生労働省「無料低額宿泊施設等のあり方に関する検討
チーム」委員

12月 ○「SSS冬じたく無料バザー」開始

沿 革

人材育成
わたし達は、10年以上にわたり実践してきた自立支援のノウハウを体
系的にまとめた独自の研修、及び他団体との連携や勉強会への参加な
どを積極的に実施し、人材育成を行っています。また、職員の資格取得
を積極的にサポートしています。

各種研修・見学会
・事例検討会の開催	 ・病気等の勉強会（精神疾患、感染症等）
・他団体見学	 ・マネジメント研修	
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Message from NPO SSS
～社会的企業の必要性とSSSの方向性（2014）～

はじめに
わたし達SSSは、ホームレス問題が深刻だった2000年3月に「生活が困難な人々に対して自立支援

を行い、社会貢献を目指すNPO法人」として活動を開始しました。首都圏（東京、神奈川、埼玉、千葉、
茨城）において生活困窮者の方々のために生活相談センターを活動当初から順次開設し、現在では無
料低額宿泊所（以下、宿泊所）や障碍者グループホーム等を通じた生活支援、就労支援、地域生活移行
支援等の多種多様な自立支援活動を社会的企業として行っています。また、2009年より「SSSスマ
イルプロジェクト」を始動し、ホームレス状態の方々に対する炊き出しや、極度の貧困地域への国際支
援、東日本大震災に関する支援等、国内外の貧困問題・社会問題にSSS利用者様と職員が力を合わせて
アクションを起こしています。

わたし達は、まず助けます。
設立当初の2000年より、SSSは「血の通った支援」を合言葉として宿泊所を通じた「ハウジング

ファースト」を実践してきました。「ハウジングファースト」とは就労をするにしても、病院に行くに
しても、生活保護を受けるにしても、安心して生活できる住まいの確保が何より先に必要だという考
え方です。わたし達の運営する宿泊所を一時的な住まいのセーフティネットとすることで、ホームレ
ス状態にあった方が食事をとって、あたたかい布団で眠り、みんなで助け合って生活することができ
るようになりました。また、生活保護を申請し、自立した生活へ向けて生活支援や就労支援を受けるこ
とができるようにもなりました。

このように、住まいや生活保護等のセーフティネットがホームレス状態の方をはじめ、生活困窮者の
方々にとって重要となりますが、生活保護受給者数は2013年12月に216万7,220人と3 ヶ月連続で過
去最高を更新したのに対し、ホームレス数は2003年の2万5,296人から2013年の8,265人と3分の1
まで減少したという事実（いずれも厚生労働省発表）があります。このことは、生活保護をはじめSSS
を含む様々なセーフティネットがホームレス状態からの脱却に効果を上げてきただけでなく、生活困
窮状態からホームレス状態へ陥ることを防いできたことを示しています。

わたし達は、挑戦します。
　今、わたし達は日本の明るい未来を思い描くことができるかどうかの分かれ道に立たされていま
す。[国債や借入金、政府短期証券の残高を合計した「国の借金」が2014年度末時点で1143兆9156
億円と過去最大に膨らむ見通し］（時事通信2014.1.27）という中で、消費税増税が始まり、大手企業の
ベースアップが実行されるなど、今後、「社会保障と税の一体改革」や「アベノミクス」の真価が問わ
れていくこととなります。
　また、2013年12月に生活保護法改正（一部を除き2014年7月施行）と生活困窮者自立支援法

（2015年4月施行）が成立したほか、社会保障審議会生活保護基準部会が2013年10月より再開し、す
でに減額された生活扶助に続いて、一時扶助、生業扶助、住宅扶助等のあり方を検討していることを考
えると、生活困窮状態にある方の周辺環境は大きく変わっていくことが予想されます。
　SSSでは生活困窮状態にある方々より年間5,500件以上の生活相談を受け付け、年間2,000人以上
の方をアパート等の安定した生活へ移行支援し、就労支援や年金受給手続き支援により生活保護費を
年間約8.4億円削減する経済効果を生み出しています。利用者満足はもちろん広く社会の満足を意識
し、日本の明るい未来を目指すSSSの活動が他の劣悪な貧困ビジネスと混同されることのないようク
ギを刺しつつ、新たなスタンダードを創り続けていきます。
※SSSの実績についてはP.26からの活動実績調査をご確認ください。

わたし達には、揺るぎない価値基準があります。
SSSはNPO法人であると同時に社会的企業として活動しています。社会的企業とは事業の手法を

用いて社会問題を継続的・革新的に解決していく組織体であり、欧米ではすでに数十年の歴史を持つ国
が存在します。また、多くの社会的企業が一定割合以上の「就労困難者（高齢者・障碍者・ホームレス・
生活保護受給者・シングルマザー等）」に対する雇用創出も使命としており、SSSでも設立当初より施
設利用者の方々が調理や運転、建築リフォーム等、自身の能力を活用し、「誰かの役に立つ」ことを実感
しながら自立へ向けたステップアップをしています。SSSが存在することは雇用創出そのものを意味
し、「働く喜び」や「働く機会」、「社会参加の機会」が数多く生み出されていることも成果として特筆
すべき点です。※2013年10月現在、合計769名の従事者のうち665名（86.5％）の就労困難であった
方々が仕事や役割を得て活躍しています。

【SSSが解決を目指す社会問題】
　全事業部共通
　　景気低迷、社会保障費増大に伴う財政赤字拡大
　宿泊所事業部
　　公的セーフティネットの穴（貧困、失業、ホームレス、無縁社会、DV等）
　高齢者事業部
　　単身独居老人増加、社会資源不足による介護難民の増加
　障碍者事業部
　　社会資源不足による社会的入院問題や地域移行遅れ

以上のような活動が少しでも社会に共感・認知され、巨額の財政赤字を抱えた日本の立て直しに役立
つことと、次世代が担う未来にとって希望の光となることをSSSは真剣に考えています。

参考資料　2013.10.14
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■宿泊所の居室数に対する構成比

完全個室
簡易個室
2人部屋以上

SSSでは宿泊所の住環境を改善し、個室化を進めています。13期、14期比
で、2人部屋以上の居室を19室、簡易個室を44室削減し、完全個室を62室
増やすことができました。（14期は完全個室と簡易個室、計2,272室・約78
％がプライバシーに配慮した居住空間となりました。）

1,425室(48.8%) 

1,487室(51.0%) 

829室(28.4%) 

785室(26.9%) 

664室(22.8%) 

645室(22.1%) 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

 前期(13期） 

 今期(14期） 

食堂・談話室 居室の一例

SSSは無料低額宿泊所（以下、宿
泊所）の開設・運営を通じて生活困
窮者の自立支援を行っています。
宿泊所は様々な問題を抱えて住ま
いや生活に困った方が、次の安定し
た居所に移行していくための一時
通過施設であると同時に、いまだ不
完全な地域のセーフティネットを
補完する役割を担っています。

宿泊所は、社会福祉法における第
二種社会福祉事業（※）として位置
づけられており、監督官庁への届出
やガイドラインに基づく運営が義
務付けられています。SSSでは独
自に内部監査室、危機管理室を設け
るなど、コンプライアンス（法令順
守）と防災リスク管理の徹底を図っ
ています。

（※）
社会福祉法第二条第三項第八号　

「生計困難者のために、無料又は低
額な料金で、簡易住宅を貸し付け、
又は宿泊所その他の施設を利用さ
せる事業」

宿泊所事業部

施設外観（東京都・多摩地区） 施設外観（東京都・多摩地区） アウトリーチでの安否確認

個々の自立へ向けた相談支援

就労準備支援の様子

お花見レク 交流を通じてやる気を UP ！ 地域のお祭りに参加

無料低額宿泊所

施設外観（東京都・23 区） 施設外観（茨城県）
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各種相談や情報提供の様子

入浴・散髪・洗濯・食事の無料提供

看護師によるバイタルチェック・健康相談

インフルエンザ予防接種の様子 有識者を交えた事例検討会の様子

・ドロップインセンター千葉
　　　　　     0120-407-119
・ドロップインセンターかわさき
　　　　　     0120-776-799

アメリカの心理学者A・マズローは、「人間は自己実現
に向かって絶えず成長する生きものである」と仮定し、
人間の欲求を５段階の階層で理論化しました。生活
困窮状態にある方が役所、病院、警察、民生委員等を
通じてSSSの相談センター、各種事業につながること
で、段階的にニーズを満たすことができると考えられ
ます。最終的に、個々の自己実現のニーズを満たすこ
とができるよう支援開始時からアフターフォローまで
伴走的な支援を行っています。

入浴サービス事業は無料低額宿泊所の談話室や大浴場を生活困窮者の方へ開放し、入浴、洗濯、散髪、食
事、生活相談等を無料で提供し、衛生改善、自立支援を行う事業です。2006年より埼玉県川口市内にて事
業開始。2007年から2009年にかけては、「埼玉県ホームレス自立支援団体活動費補助金」の対象事業と
して実施し、その後、自主事業として継続しています。（現在ではさいたま市内、川崎市内でも実施）この事
業では、生活困窮者の方の衛生状態の改善を図り、生活面や健康面、就労に関する各種相談と情報提供を
実施していますが、2011年からは済生会川口総合病院のご協力により、医師や看護師による本格的な健
康相談も可能になりました。（※必要に応じて無料低額診療につなげて頂いています。2013年にはインフ
ルエンザ予防接種も実施。）
当初は主にホームレス状態の方を対象としていましたが、入浴サービスを経由して路上生活を脱却し、地域
でアパート生活する方が、「誰かとつながっていたい」と継続的に参加するケースが増えています。

ドロップインセンターは2006年に「ホームレス予防何でも相談所」として千葉市内に設置した無料相談セ
ンターです。（※設置後２年間は千葉県社会福祉協議会の賛同による「社会福祉事業研究開発基金」の助
成を頂きました。）2008年には、それまでの活動実績と効果を踏まえて川崎市内にも設置し、それぞれ自
主事業として継続運営しています。これらのセンターでは、失業、傷病、債務等の諸事情により、収入や住居
を失いかけている生活困窮者に個々の事情にあった包括的な相談窓口を設け、初期の困窮状態で必要な
福祉制度や社会資源の情報を誰でも得ることができる総合相談機能を果たしています。

ドロップインセンター事例　～職と住まいを失った40代男性のケース～
　この男性は元々都内で住込みの仕事をしていましたが、人間関係のこじれから仕事を続けるのが困
難になり退職、同時に住む場所も失ってしまいました。すぐに求職活動を開始しましたが、なかなかう
まくいかず、千葉県ジョブサポートセンター（※１）へ相談されました。サポートセンターが聞き取りを
したところ仕事だけでなく住まいも失っている状態であるとわかり、「ＳＳＳドロップインセンター千
葉」に相談の連絡が入りました。その相談を受けたスタッフがご本人とお会いして話を聞いたところ、
所持金もわずかで食事をするのもままならない状態であったため、緊急的にＳＳＳのシェルター（※２）
へ入所していただき、食事と寝る場所を確保することとなりました。翌日、あらためてご本人と今後の
生活について一緒に考え、進めていくことになりました。すると、ご本人から「以前勤めていた職場に
戻りたい」という希望がありました。ご本人は当初「自分の都合で辞めた職場に連絡しづらい..」と言っ
ていましたが、先方への謝罪方法や復職希望の伝え方などをスタッフと話し合い、スタッフを通じて以
前勤めていた職場へ連絡し、復職の相談をしてみることになりました。そして先方と話し合いをした
結果、「再度雇用する」という返事をもらい復職できることになりました。その後、仕事開始日までの
3日間をシェルターで過ごしてもらい、最寄りの駅までお送りしてご本人と別れました。
今回のケースはご本人に債務もなく、身体的にも健康だったことや、離職してからの期間が短く、元雇
用主がご本人をよく理解していたことなどの要因があり、ドロップインセンターが介入した結果として
ホームレス状態に陥らず復職に繋がったケースでした。1週間程して、ご本人から「一緒に電話をして
もらい、勇気を出せた。前の職場に電話して良かったです。ありがとうございました。」とご連絡をい
ただいたほか、サポートセンターの職員の方からも「帰来先がない方の対応をしていただき助かりまし
た、ありがとうございます。」とご連絡をいただきました。このように、ドロップインセンターは生活困
窮状態にある方がホームレス状態に陥ることを予防するとともに、生活保護制度の手前で自立支援を
行う総合相談センターとしての役割も果たしています。

（※１）　千葉県ジョブサポートセンター：生活の安定と再就職や定着の支援のため千葉県と国、ハロー
ワークが協力して行う仕事と生活の総合案内所です。

（※２）　シェルター：一時的に行き場所がない方の受け入れを無料で行っている緊急避難場所です。

相談支援 ドロップインセンター

SSS入浴サービス事業

5 段階　自己実現の欲求

4段階　承認の欲求

3段階　所属や愛情の欲求

2段階　安全の欲求

1段階　生理的欲求

5段階　自己実現の欲求

4段階　承認の欲求

3段階　所属や愛情の欲求

2段階　安全の欲求

1段階　生理的欲求

マズローの欲求段階説
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就
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就労活動
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・
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る
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画
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セ
ス
メ
ン
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入
所
相
談
・
入
所

行政やハローワークなど
・就労指導
・就労相談
・就職支援プログラム

就労特化施設
　＊稼働対象者受け入れ
　＊セミナーの開催
　＊就労説明会

SSS合同企業説明会
　＊求人情報の提供、企業説明　
　＊個別相談、面接の機会

【ＳＳＳでの就労支援】

しごと情報ダイヤル
　＊求人情報の提供　　　
　＊スーツの貸し出し

ぐっどわーくサポーター、自立支援セミナー
　＊履歴書、職務経歴書の書き方
　＊面接のロールプレイ
　＊個別相談、アドバイスなど

ボランティア活動、
中間就労、社会参加の
機会の提供

ＳＳＳ職員登用制度
（正社員、アルバイト社員等）

・施設管理スタッフ
・調理スタッフ
・修繕、リフォームスタッフ等

※全従事者769名のうち、
665名（86.5%）が制度対象者
　2013.10.31現在

＜ 就労支援に関する基本的な流れ ＞

2014年を迎え、完全失業率や有効求人倍率が改善していますが、2015年からの施行が決定した「生活困窮者自
立支援法」の中に「就労準備支援事業」、「就労訓練事業（＝中間的就労）」が盛り込まれるなど、生活困窮者の方
に対する就労支援への社会的な期待は膨らむばかりです。
SSSでは、2005年より法人独自の就労支援員「ぐっどわーくサポーター」を配置し、「SSS自立支援セミナー」や
キャリアカウンセリングを通じて、履歴書の書き方や面接のロールプレイ等の技術的な支援や、就労意欲を喚起す
る就労準備支援を行ってきました。また、「SSS合同企業説明会」を開催したり、施設に「しごと情報ダイヤル」を
設置することで、情報不足に悩む求職者への情報提供や企業への橋渡しを行っています。
そして、単純に就労に結び付けるだけではなく自己分析、自己啓発を行うプログラムを導入し、働くことを通じて自
己実現を図ったり、社会参加を促し、社会と繋がりを持つことを目的として、「経済的自立」、「社会的自立」、「日常
生活自立」を支援しています。　　

ぐっどわーくサポーター
キャリアカウンセラーや産業カウンセラー、ハローワークの元相談
員など、就労支援に特化した支援員です。
ぐっどわーくサポーターは、希望する利用者様全員を対象とした
セミナーや、個別の相談やアドバイスを行う面談を行っています。
※SSS自立支援セミナーを年間150回開催し、のべ1,285人の

利用者様が参加しました。（2012年11月〜 2013年10月）

就労特化施設
就労支援をメインとした施設で、主に64歳以下
の稼働対象者を優先して受け入れています。
この施設では、ぐっどわーくサポーターのセミ
ナーや自立支援員による企業面接のロールプレ
イのほか、行政と連携した就労説明会など、より
専門的な支援を提供しています。　

しごと情報ダイヤル
職種や勤務地、雇用形態や勤務日数など、求職者の希望
に沿って、様々なインターネット媒体を通じ、求人情報の
提供を行うシステムで、全施設に設置してあります。
2013年度は、約3,500件の求職情報提供を行いまし
た。また、面接時に使用するスーツ、ネクタイ、ベルト、靴
など一式を貸し出しできるようにしています。

就労支援

就労特化施設　市川荘

ぐっどわーくサポーターによる SSS 自立支援セミナー SSS 合同企業説明会の様子 ＳＳＳの活動趣旨に賛同する企業様が増えています

SSS合同企業説明会

利用者様に対し「より多くの就労する機会を提供させていただきたい」という想いから、様々な業種の企業に対
し、法人説明を行い、求人を募集している企業の採用担当の方にお越しいただき、企業説明、個別相談、面接の機
会を提供しています。
特に普段の求職活動の中で機会が得られにくいことから、各企業ごとでの個別相談を積極的に活用できるよう
にしています。

＜就労支援の流れ＞
● ご本人の抱える問題を一緒に考え、解決に向けアドバイスを行います。（心身の状態、住民票、債務、保証人等の問
題）

●自立を目指すに当たり、どのような就労が適しているかを一緒に考えます。（経済的な自立を目的とした完全就労
や傷病の具合を見ながらのパート就労など）

●自立支援セミナーや個人面談を通じて、ハローワークの利用方法の理解を深めたり、履歴書の書き方や面接時の心
構えを身につけます。

●こうした流れを繰り返し行い、就労決定までのお手伝いを行います。
※雇用創出として、利用者様の経験や技能を生かしたSSSの職員登用（正社員・アルバイト社員等）も行っています。
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映画鑑賞会も楽しみの一つ

クリスマス会

居室の様子

相談の様子

通所支援の様子

定期的な美化活動へ参加

職員研修に集まったスタッフ

マッサージの職業体験

保護施設 295

老人福祉施設 5,228

障害者支援施設等 4,753

旧身体障害者更生援護施設 326

旧知的障害者援護施設 1,318

旧精神障害者社会復帰施設 419

身体障害者社会参加支援施設 327

婦人保護施設 46

母子福祉施設 61

児童福祉施設 33,711

その他の社会福祉施設等 8,133

合計 54,617

「社会福祉施設等調査」 (平成23.10.1)

施設の種類 施設数

女性が抱える問題は、時代とともに複雑化してきており、相談件数が増加しています。女性差別やDV（配偶者等からの暴
力）被害、PTSDなどの複合的な要因があり、わたし達は、こうした女性たちを取り巻く社会問題に目を背けるわけには
いきません。
経済的問題、家庭の悩み等、さまざまな問題や障碍を抱える女性に安心して生活できる場を提供するとともに、自立に向
けて支援することを目的としています。わたし達は、様々なニーズに対応するための女性専用施設やご夫婦、母子で利用
可能な施設の開設を進め、一部施設ではキッズルームも設置しています。また、講習会の参加、研修会の開催等、職員の
資質向上に努めております。

SSSの宿泊所ではアパート転宅をはじめ、安定した居所への地域生活移行を支援しています（年間2,000人以上。
P.32グラフ参照）。福祉事務所からの転宅資金支給や賃貸契約に関する諸手続き・同行支援等を行っていますが、特
に2010年からは国・地方自治体による「優良施設への支援」として「居宅生活移行支援事業」を受託し、地域移行に
力を注いでいます。また、2011年より「八王子市路上生活者等地域生活安定化支援事業」を受託し、地域拠点「さく
ら館」を設け、先駆的とも言えるアフターフォロー事業を行っています。

支援を必要としている女性に対して受入れで
きる施設が不足しており、宿泊所も女性支援
について受け皿の役割を担っています。 

女性支援 地域移行支援とアフターフォロー		

～「さくら館」による地域移行と
                             アフターフォローの流れ～

八王子市

さくら館

生活訓練施設

アパート等
安定した地域生活

①生活保護世帯について居宅生
活訓練の必要性に応じた依頼。

②面談・事業説明を行い、ご本人
の同意をもとに支援開始。

③「ステップハウス」に居住し、生
活訓練にて自己管理能力を向
上。（生活費管理、安全管理、
衛生管理、食生活、コミュニ
ケーション）
※「さくら館」への定期的な通所
を促し、地域生活へ向けた課
題に一緒に取り組む。同時に職
員による訪問支援や同行支援
を実施。

④支援期間を原則6ヶ月とし、アパート転宅や高齢者施設
等への転居を支援する。アパート転宅後も2ヶ月間の支
援期間を設け、地域において安定した生活を送っていけ
るようフォローする。「さくら館」が転宅後の緊急連絡先
になる。
※支援期間終了後も社会参加・社会貢献を意識した各種プ
ログラムに参加することができ、継続的な地域生活が可
能です。（調理実習、健康相談、農作業を通じた生きが
い作り、八王子市公園・道路アドプト制度によるボラン
ティア活動等）

 ・支援者 40名 （新規参加者19名）
 ・転宅者 15名 （地域生活継続不可0名）
 ・通所支援 981回  ・訪問支援 406回
 ・同行支援 404回  ・電話相談 717回
 ・各種関係機関との連絡調整　1,063回

～「さくら館」の実績（2013年4月～2014年1月）～
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ハッピーホーム伊勢町

設備の一例（昇降機）

居室の一例

夏祭りの様子みんなで楽しく♪

日本の高齢者の問題は、非常に
深刻になっていると言えます。
2013年に高齢者の人口が3,186万
人を超え、高齢化比率は25.0%と
なったことで、4人に1人は65歳
以上の高齢者となりました。約52
万人と言われる施設入所待機者、
無縁社会、独居生活の高齢者など
様々な問題に直面しているのが日
本です。なかでも要支援1 ～要介
護2と認定された低所得高齢者の
方々の行き場がありません。現在
の介護保険制度で介護度の低い方
は、自立した生活ができるように
予防介護という観点から在宅での
ケアが望まれています。

しかしながら、独居で見守りも
なく、不安に生活されている高齢
者の方が多いという実情もありま
す。SSSは理由があって独居に
なってしまった方や、介護施設に
入所を希望している待機者の方、
制度の狭間で行き場を失った方等
の受け皿となり、社会資源不足に
よる高齢者の問題を解決していく
ことを目指しています。

「ハッピーホーム」は高齢傷病者を対象とした支援サービス
付きの無料低額宿泊所です。
SSSの運営する宿泊所は基本的にADL（日常生活動作）が自
立している方を入所対象としていましたが、入所中に脳疾患
等によってADLが低下する方がいたり、介護状態や身体障
碍をお持ちで住まいを失った方からの入所相談が増加した
り、「地域で孤立するよりみんなで生活したい」といった声
が利用様から上がったりということがありました。また、宿
泊所を利用する方は訪問介護等の介護保険サービスを受け
ることが原則的に認められておらず（一部自治体によって
特例あり）、軽度の介護状態ではなかなか次の高齢者施設に
も入所させてもらえないといった状況がありました。SSS
はこうした中で独自の解決策を検討し、より高齢者の方の
ニーズに答えることができる施設として、介護対応まで視野
に入れた「ハッピーホーム」を立ち上げました。
※2014年3月現在、合計2施設、定員65名、要介護認定33名

（要支援1：5名、要支援2：8名、
要介護1：14名、要介護2：4名、要介護3：2名）

「ハッピーホーム」では利用者様が安心して生活できるよう
に、医療、介護事業者との連携を図っています。
・訪問診療：24時間365日医師へ連絡することができ、定期

的な往診も可能です。
・提携病院：病院と連携することで迅速に病気への対処が可

能です。
・介護事業者：ケアマネージャーによるケアプラン作成、ホー

ムヘルパーによる家事援助、身体介助等が受けられます。

ワーマリーケアとは、「あたたかく」や「親身になって」を意
味する「warmly」を意識した造語です。

「ハッピーホーム」では、利用者様が安心して楽しく生活でき
るように、また、いつまでも元気に日常生活が送ることがで
きるよう誕生会や各種レクリエーションを下記の支援と合
わせて行っています。
・バイタルチェック　・24時間見守り体制　・通院同行　
・服薬チェック　・家族、友人知人との交流　 ・お墓参り同行

ハッピーホーム施設長より			 
ハッピーホームでは利用者様が安心して穏やかに生活できるように支援しております。
時には家族、時には兄弟のように温かい気持ちで接しており、利用者様がハッピーに今後
も生活ができるように職員一同心掛けております。ハッピーホーム伊勢町

施設長 伊藤由彦	
主任エリアマネージャー
介護福祉士　佐山明弘

ハッピーホーム（サービス付高齢傷病者施設）について

高齢者事業部

特別養護老人ホームの入所申込者の都道府県別の状況

高齢者事業担当エリアマネージャーより
介護認定がなく、施設に入りたくても入れない、単身生活
が不安な方の行先が社会問題になっています。首都圏の
高齢者問題は深刻で新しい仕組み作りが急務となってい
ます。

＜取り組み＞

＜ワーマリーケア＞

都道府県名 入所申込者数 都道府県名 入所申込者数
北海道 27,547 滋賀県 8,277
青森県 6,322 京都府 6,541
岩手県 6,576 大阪府 12,269
宮城県 38,885 兵庫県 28,044
秋田県 5,339 奈良県 6,975
山形県 8,358 和歌山県 7,008
福島県 12,495 鳥取県 2,975
茨城県 9,869 島根県 4,172
栃木県 9,253 岡山県 6,952
群馬県 8,651 広島県 20,683
埼玉県 16,937 山口県 8,398
千葉県 18,593 徳島県 1,986
東京都 43,384 香川県 7,814

神奈川県 28,536 愛媛県 2,589
新潟県 19,369 高知県 3,121
富山県 2,135 福岡県 18,255
石川県 3,742 佐賀県 4,304
福井県 3,721 長崎県 5,284
山梨県 8,255 熊本県 7,440
長野県 4,936 大分県 6,227
岐阜県 16,794 宮崎県 3,983
静岡県 14,258 鹿児島県 7,782
愛知県 11,261 沖縄県 5,153
三重県 10,240 合計 521,688

2014.3.25　厚生労働省報道発表資料より
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日本 アメリカ フランス ドイツ 韓国 イギリス オランダ カナダ オーストラリア イタリア 
スウェー
デン 

諸外国の精神科病床数 354,000  91,500  62,100  41,250  38,160  36,780  23,100  9,990  8,600  5,990  4,520  

精神科病床数の国際比較 

（厚生労働省調査を基に作成）

スキルアップトレーニング制度
外部講師（精神科病院ソーシャルワーカー等）を招き、専門的な勉強
会を実施しています。
	 ○事例検討会
	 ○SST（ソーシャルスキルトレーニング）の実施方法
	 ○ストレングスモデル
	 ○エンパワメント

相談支援事業は利用者様の希望する生活に沿って、目標・課題を明確化し
た上で「サービス等利用計画」や「障碍児支援利用計画」を作成し、継続的
な支援をしていく事業です。地域の福祉サービスや社会資源と利用者様
を結び付け、個々の大切にしている思いに最大限、寄り添って支援してい
ます。

現在、欧米をはじめ様々な国で社
会的入院患者の地域移行が進めら
れています。しかしながら、日本で
は精神科病床数が約35万床あり、
約7万2千人いるとされる社会的入
院患者の地域移行が、なかなか進ま
ないという現状があります。

また、知的障碍者の社会資源も不
足しており、施設入所の待機者が多
く事業所が選べない、居場所がなく
自宅待機といった問題があります。

障碍児においても同様で、保護者
のレスパイト（休息）が図れない、
安定した仕事に就けない、ペアレン
トトレーニング体制が未成熟など
の問題を痛感しています。

SSSはこれらの社会問題に対し、
障害者総合支援法に基づく事業：グ
ループホーム・就労継続支援B型・
相談支援事業に加えて知的障碍者
のための通所施設（生活介護）の新
規OPENを予定するとともに、児童
福祉法に基づく放課後等デイサー
ビスを新たに設置し、社会資源不足
による社会的入院問題や地域移行
遅れの問題を事業の手法を用いて
解決していくことを目指していま
す。

障碍者事業部

精神疾患はとても身近な病気

人材育成

支援の基本理念
・支援される部分を少なくし、自分のできる部分を増やすこと
・障碍の部分は社会資源を活用して補完し、自立へと導くこと

支援の基本理念
・社会生活のルールを学びながら、仕事をすることの習慣を身に付け、

また喜びを感じられる場の提供

支援の基本理念
・いま、ここから、豊かな生活をみんなで考え、地域との絆を広げて

いこう！

共同生活援助（グループホーム）：
「ラ・ファミ・ド八王子」、「サクレ江戸川」

就労継続支援B型（パン屋・パン工場）：「エスプリ」

相談支援事業（障害者総合支援法に基づく特定相談支援、障害児相
談支援）：「障がい者相談支援センター いまここ」

グループホームは地域での自立した生活を目指していくための共同生活
住居です。わたし達はエンパワメントと権利擁護の視点を大切にし、手を
差しのべる支援だけではなく、利用者様が主体となって課題に取り組み、
社会資源を活用しながら、地域での自立生活を継続できる力と自信を身に
付けられるよう支援しています。

就労継続支援は一般企業での就労が困難な方に働く機会を提供し、知識や
能力の向上を目指していく事業です。障碍によって社会活動から遠ざかっ
ている方、その機会を得られなかった方等が、作業を通じて地域社会と交
流し、成功や失敗を経験しながら社会生活のルールを学び、働く習慣を身
に付けると同時に、自分なりの進歩や努力を喜びとして感じることができ
るようなストレングスの視点を持って支援しています。

・精神疾患により医療機関に係る患者数　⇒　約323万人（国民の40人に1人以上）　※平成20厚生労働省
・糖尿病により医療機関に係る患者数　　⇒　約249万人　※平成17 厚生労働省
日本では、障碍者に対する差別・偏見が根深く残っています。特に精神障碍者に対しては、正しい情報が発信され
ておらず、奇妙だとか怖いといったイメージが先行し、無意識的に地域から排除しようという傾向があります。
しかし、これらの調査結果からも明らかな通り、誰もがかかりうる病気であることが分かります。近年では、薬物
療法や精神療法の効果が飛躍的に向上し、健常者と変わりなく地域で生活できる時代となっており、地域の一人
ひとりの理解こそが最大の支援と考えられています。

内部研修
各スタッフが勉強や調査、実践した内容について定期的に研修を実施し
ています。
	 ○権利擁護	 ○関係法令・制度
	 ○統合失調症	 ○気分障碍
	 ○パーソナリティ障碍	 ○アディクション
	 ○発達障碍・自閉症	 ○CBT（認知行動療法）
	 ○動機づけ面接法	 ○SST（ソーシャルスキルトレーニング）

生活支援員との食事作り クリスマスの飾りつけ
利用者様も商品開発に関わるパンの数々 個々の能力にあわせた作業工程

　▶精神科病床数　　：約35万床
　▶入院患者数　　　：約33万人
　▶社会的入院患者数：約7万人

※社会的入院患者＝受け入れ条件が
　整えば退院可能な患者

精神障碍者をとりまく社会問題
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2005年9月　「東京都地域生活移行支援事業」　実施
事業内容：生活困窮の究極状態であるホームレスから一般生活までを第1ステップから第4ステップまで段階
的に支援していく内容のうち、第2ステップである宿泊援護業務を実施。

2005年10月　「路上生活者自立支援センター中央寮」　開設
宿泊管理業務受託期間：2005年10月～ 2010年10月
業務内容：就労意欲があり、心身の状態も就労に問題がないと認められたホームレスの方を対象に、原則2か
月間の入所期間で、食事の提供、職業、住宅等についての相談を行い、就労による自立を促進する事業。

2007年2月　「八千代市就労パワーアップ自立支援セミナー事業」　実施
事業内容：一般生活保護世帯を中心に就労支援員（ぐっどわーくサポーター）による就労セミナーを実施。

2008年1月　「千葉ドロップインセンター　～ホームレス予防何でも相談所～」　開設
事業継続 2006年に続き二度目の受託
＊社会福祉法人社会福祉事業研究開発基金より平成20年度事業助成
事業内容：上記千葉ドロップインセンターの研究実績及び効果の確認を踏まえ、事業継続中。

2008年3月　「女性応援エンパワメント事業」・「アドバイザー派遣事業」　実施
＊平成19年度東京ウィメンズプラザＤＶ防止等民間活動助成対象事業
事業内容：「女性応援エンパワメント事業」SSSの女性利用者様を対象とした合計16回のキャリアカウンセ
リングの実施及びＤＶ被害者の救済を目的としたパンフレットを作成。「アドバイザー派遣事業」職員のス
キルアップを目指し、ＤＶに関する知識を身につけるための学習会を実施。　

2008年4月「市原市生活保護受給者就労支援事業」受託
事業内容：一般保護世帯を対象に15人を1グループとして、9カ月間の就労支援（就労セミナー、個人面談、履
歴書の作成指導、面接シミュレーション、求人情報の提供、ハローワークへの同行など）を実施する事業。

2008年10月　「定年引上げ等奨励金」　受給
独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構奨励金　定年を70歳に引き上げ、働く意欲を有する高年齢者の方々
の知識と経験を活かしている法人と認められた。

2009年10月　「ＳＳＳ入浴サービス事業」　実施　＊2007年11月より継続
事業内容：川口市内のホームレスの方を対象として入浴、シャワー、散髪、洗濯などのサービスを提供すること
により衛生状態の改善及び自立支援を図る。その後、自主事業として継続中。

2009年12月　「千葉市住宅喪失者緊急一時宿泊支援事業」　受託　
事業内容：年末年始において市が業務を停止している期間に、市内の貧困・困窮者支援のために借り上げたホ
テル、ＳＳＳシェルターへの送迎を行うと共に利用者様に対し、血圧、脈拍及び体温測定等の健康状態の確認
及び生活相談を実施する。

2010年12月　「我孫子市年末年始ホームレス緊急一時宿泊事業」　受託 　＊2009年12月より継続
事業内容：年末年始において市内の求職中の貧困・困窮者が安心して生活を送れるよう市が業務を停止してい
る期間における求職中の貧困・困窮者に対し、居所の提供を行うことを目的とする。

2013年4月　「日野市高齢者等緊急一時保護事業」　受託　＊2009年4月より継続
事業内容：高齢者やＤＶ被害者など一時的に住居の確保が必要になった方に対し、住居及び食事や被服の提供
を行う。

2013年４月　「浦安市ホームレス総合相談推進事業」　受託　＊2008年4月より継続
2011年度までは浦安市ホームレス総合相談推進・衛生改善事業
事業内容：浦安市の路上生活者の実態リサーチ及び、巡回相談によるアセスメントの実施。社会資源や法律相
談の情報を提供し路上からの脱却を図る。

2013年4月　「八王子市路上生活者等自立支援事業」　受託　＊2010年5月より継続
事業内容：失業等の理由により住居を喪失した方々が、安定した地域生活を再構築するために必要な就労支援
を実施することを目的とする。

2013年4月　「八王子市路上生活者等地域生活安定化支援事業」　受託　＊2011年5月より継続
事業内容：住居を喪失した方々が、安定した地域生活を営むに必要な支援を実施することを目的とする。

2013年4月　「八王子市路上生活者等緊急一時保護事業」　受託
事業内容：八王子市内にて住居の喪失、同居者からの暴力等により一時的に住居に困窮し緊急にシェルターに
て保護の必要が認められる方の一時保護を目的とする。

2013年４月　「茨城県居宅生活移行支援事業」　受託　＊2010年10月より継続
事業内容：茨城県内の宿泊所に相談員を配置し、福祉事務所と相談員が連携し、個別自立支援計画の策定から、
カンファレンスの実施、日常生活支援、就労支援、服薬指導、年金調査、住民票の設定など多岐にわたりきめ細
かい支援を行うことにより、円滑に居宅生活に移行できるよう援助することを目的とする。

2013年４月　「中野区居宅生活移行等支援事業」　受託　＊2010年11月より継続
2013年４月　「台東区居宅生活移行等支援事業」　受託　＊2011年1月より継続
2013年４月　「江戸川区居宅生活移行等支援事業」　受託　＊2011年4月より継続
2013年４月　「品川区居宅生活移行支援事業」　受託　＊2011年4月より継続
2013年４月　「府中市居宅生活移行支援事業」　受託　＊2011年4月より継続
2013年４月　「埼玉県宿泊所機能強化事業」　受託　＊2011年4月より継続
2013年４月　「松戸市居宅生活移行支援事業」　受託　＊2011年10月より継続
2013年４月　「町田市居宅生活移行支援事業」　受託　＊2012年4月より継続
2013年10月  「さいたま市生活保護居宅移行-宿泊所入居者総合支援事業」　受託　

行政受託・補助金事業一覧（2005 ～ 2013）

SSSは施設運営を中心とし
た生活困窮者支援にとどまら
ず、その活動のなかで培った経
験・ノウハウを生かし、社会貢献
の一環として行政等との事業
連携にも積極的に取り組み公
益の増進に努めております。

2013年度実績
受託事業　15件

埼玉県生活保護受給者チャレンジ支援事業　宿泊所機能強化事業　平成25年度

八王子市路上生活者等自立支援事業　平成25年度

自立支援プログラム

実績・費用対効果報告 （平成25年4月〜平成26年1月までの途中経過　※10ヶ月間）

自立支援プログラム

実績・費用対効果報告  （平成25年4月～平成26年1月までの途中経過　※10ヶ月間）

・アセスメントの実施（目標設定、課題整理、支援計画書の作成等）
・生活相談、支援（住所設定、債務整理、年金手続、通院同行、親族との関係修復、アスポートと連携した生活支援等）
・就労支援（就労研修会、自己啓発セミナー、自己分析、履歴書作成、模擬面接、アスポートと連携した職業体験・訓練等）
・生活保護関連（収入申告、収入認定、基礎控除、一時扶助申請等）
・支援状況の検証（モニタリング実施、ケースカンファレンス実施等）
・居宅移行支援（健康保険証切替手続、物件情報提供、転居手続、アスポートと連携したアフターフォロ－等）

・個人面談回数2,229回：自立支援プログラム参加者303名
・新規就労者124名　　・新規年金受給者４名　　・転宅決定者124名
　①受託事業費：24,000,000円／ 10 ヶ月（2,400,000円／月）
　ア．収入認定額（就労者－半福祉半雇用）	 1,383,028円/月
　イ．収入認定額（就労者－経済的自立）	 960,292円/月
　ウ．収入認定額（年金者） 	 593,121円/月
　②収入認定額：29,364,410円/10 ヶ月（2,936,441円/月）　※利用者様の収入申告額－各種控除額より算出
　③受託事業による社会的な利益（②－①）5,364,410円／ 10 ヶ月（536,441円／月）
　④受託事業による費用対効果（②÷①）　122.4％

・プログラム参加者への同意書
・アセスメント作成（正確なアセスメントにより課題を抽出し現実味のある目標設定を行う）
・個別支援計画作成（短期・中期の目標に対する課題を細分化し、支援担当と期間設定・社会資源の選定を行う）
・モニタリング（計画の達成状況を確認し、目標・課題の評価・修正を行う。３か月and ６か月）
・各種支援プログラム導入（個別支援とグループワークを織り交ぜた支援プログラム）
	 A	： 自立阻害要因の解決プログラム	 住所設定、債務整理、年金調査（手帳発行、免除申請、受給権調査）　
	 B	：コミュニケーションプログラム	 ディベート、レク（BBC、ジェンガ、ソフトボール、卓球、餅つき、花見、食事会）
	 C	： 就労支援プログラム	 SST（企業面接ロープレ）、就労情報提供、HW連携(ナビ活用)、収入認定
	 D	： 介護・障害支援プログラム	 介護：被保険者証取得、通院（意見書等）、認定手続き、介護保険サービス情報提供
			   障害：自立支援医療、手帳、年金、障害福祉サービス情報提供
	 E	： 地域参加プログラム	 近隣清掃参加、地域社会参加活動
	 F	： 転宅支援プログラム	 キャッシュフロー説明、保証人協会説明、不動産同行、転居作業同行

・プログラム参加者数	：	106名	 （新規参加者数は38名）
・住所設定完了者数	 ：	 46名	 （総支援回数175回、平均3.8回／人）
・債務整理完了者数	 ：	 26名	 （総支援回数478回、平均18.3回／人）
・年金調査等完了者数	：	 45名	 （総支援回数224回、平均4.9回／人）
・就労決定者数	 ：	 58名	 （総支援回数3246回、平均55.9回／人）
・転宅決定者数	 ：	 41名	 （総支援回数207回、平均5.0回／人）
　①受託事業費：9,000,000円／ 10 ヶ月（900,000円／月）
　②収入認定額：24,185,170円／ 10 ヶ月（2,418,517円／月）※利用者様の収入申告額－各種控除額より算出
　③受託事業による社会的な利益（②－①）15,185,170円／ 10 ヶ月　（1,518,517円／月）　
　④受託事業による費用対効果（②÷①）　268.7％
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対外活動

SSSは生活困窮者に対する
支援活動のみにとどまらず、
様々な分野の方々と交流を深
め、直接的・間接的に社会問題
の解決を目指しています。

SSSスマイルプロジェクトとは？
（注※開始当初2009年ポス

ターより）
現在、日本でホームレス生

活を余儀なくされている方は
約1万6千人と言われていま
す。近年の未曾有の不景気や、
貧富格差の両極化が年々増す
中で、最低限の生活を維持す
ることができず、ホームレス
状態に陥る方が増加していく
ことが予想されます。

また、国外の発展途上国に
おいては、日本では想像がつ
かない程の究極の貧困問題を
抱えています。WFP（国連食
糧計画）の調査によると、世界
の飢餓人口は10億人を超え、
飢餓やそれに関連する病気の
ため、毎日2万5千人が命を落
としています。そのうち、5
歳以下の子供は1万4千人を
占めており、時間に直すと、6
秒に1人、子供が「飢え」を理
由に幼い命を落としていま
す。

「わたし達にできることは
ないだろうか？」

そこからSSSスマイルプロ
ジェクトは始まりました。

SSSスマイルプロジェクト

海外調査・視察等
『第11回日中韓居住問題国際会議　北京大会』

加盟組織・団体
『NPO法人ホームレス支援全国ネットワーク』
ホームレス状態にある方々に対する自立支援活動を行うNPOや個人が相互連携
を図るため、2007年6月に設立された全国組織。2013年7月現在、北海道から
沖縄まで合計75団体・9個人が加盟しています。
『埼玉県ホームレス自立支援委員会』
行政や民間団体、医療機関やボランティアなどが協働して「埼玉県ホームレス総合
相談会」を2006年より実施しています。福祉相談や法律相談、健康相談などの相
談のほか、食事提供や散髪サービス等を行っています。
『日本居住福祉学会』
安心できる「居住」は生存・生活・福祉の基礎であり、基本的人権として、「居住福
祉社会」の実現へ向けた研究調査を研究者、専門家、市民、行政、企業等がともに
行っています。
『社会的企業研究会』
社会的企業を「社会的排除問題の現場で社会的包摂に取り組む重要な担い手」と
して捉え、研究者、研究機関、実践者が横断的な調査研究や交流を図る組織です。

『東京都精神障害者共同ホーム連絡会』
東京都内の精神障害者生活訓練施設、精神障害者福祉ホーム、共同生活援助（グ
ループホーム）、共同生活介護（ケアホーム）等、計100ヶ所以上が加盟し、行政の
動きや運営についての情報交換、利用者処遇についての意見交換、東京都への要
望書提出等を行っています。

2013年10月、「防災と居住の安全」をテーマとした国際会議が北京市内で開
催され、日本居住福祉学会のメンバーとして参加しました。災害時における居
住福祉資源の役割や都市計画のあり方について、各国の政府関係者・研究者・支
援団体の方々と議論し、交流を深めました。

SSSスマイルプロジェクトでは施設等に設置している飲料自動販売機の
収益を活動資金とし、国内外の貧困問題・社会問題に利用者様と職員が力を
合わせてアクションを起こしています。
利用者様がジュース等を買うことで、同プロジェクトの様々な取組みに参
加することができ、「困っている誰かの役に立つ」ことで自身の「自己肯定
感」や「自尊心」が高まり、「自立」へのきっかけになると考えています。

プロジェクト１では台東区内（週5回）、さいたま市内（週1回）にておにぎ
りやカレーライスの「炊き出し」を行っています。また、寒さが厳しい年末
に「冬じたく無料バザー」を開催し、一般の方よりご寄付頂いた防寒具や衣
類等を配布しています。

未来を担う子供たちや若者に、日本や世界が抱える貧困問題を知る機会を
提供しています。例えば、食べ物の大切さを通じて飢餓問題を感じてもら
うなど、様々な社会問題の実態を伝えることが、解決の第一歩だと考えてい
ます。

Project １　ホームレス状態の方々への各種支援

Project ２　エスエス・スクール（啓発活動）
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世界の貧困問題にはわたし達の想像を超える悲惨な現状があります。プロジェクト３では海外で活動するNGOと
連携し、極度の貧困地域に対するニーズ・タイミングに合わせた国際支援を実施しています。

1本のワクチンで救える命があります。「1日4千人」これは、世界においてワクチンがないことで予防可能な感染症
で命を落としている子供の数です。プロジェクト４では、ペットボトルのキャップを集め、ワクチンに変える取り組
みを行っています。

Project ３　極度の貧困地域への国際支援 Project ５　東日本大震災復興支援

Project ４　ペットボトルキャップ収集によるワクチン支援

◆2012年：フィリピン首都圏を襲った台風による洪水被害
を受けた地域の再定住プロジェクト支援を実施。（NGO 
TAOと連携）

◆2013年：フィリピン台風30号ハイエンの被害に対し、緊
急復興支援（1,000世帯の1ヶ月分の飲料キット代を寄付）
を実施。（NGO Planと連携）

◆2011年3月～　東日本大震災によって住まいを失い、首都圏に避難されてきた方々に対し、SSSでは避難所に
おける炊き出し等のボランティア活動を行いました。また、千葉県船橋市内に避難し、新しい小学校に通われる
児童9名に対し、衣類や文房具、机、サッカーボール等の物資支援を行いました。

◆2012年3月・4月　SSSの職員と利用者様より有志を募り、陸前高田市へガレキ撤去ボランティアを派遣しまし
た。この際、震災直後から始めていた災害義援金（28万1,430円）を陸前高田市へ寄付させて頂き、お礼状を頂
戴しました。※ご協力頂いた皆さまの温かいご支援について、この場を借りて御礼申し上げます。

◆2013年3月～現在　震災から複数年が経過する中、サッカーチーム「福島ユナイテッドFC」の応援を決定。福島
ユナイテッドFCをSSS職員・利用者様でともに応援し、「SSSスマイルプロジェクトサッカースクールin福島」を
開催しました。2014年も継続支援を決定し、「離れた場所からの離れない気持ち」を込めていきます。

震災から1年後、陸前高田市へガレキ撤去ボランティアを派遣、義援金を寄付

震災から2年後、継続的な復興支援として「福島ユナイテッドFC」へのサポートを開始

2011年3月11日に発生した東日本大震災によって、多くの方が犠牲となり、被害を受けました。SSSでは震災から
利用者様の生命と生活を守るだけでなく、被災した方や地域への支援活動を続けています。

◆2010年：フィリピンマスバテ州
カランパン地区の小学校校舎
建設と、栄養失調児童を支援対
象とした学校給食提供及び保
護者への栄養管理指導を実施。

（NGO Planと連携）※その後、
州の教育委員会が支援を継承。
また、「国際ミレニアム開発宣
言＝MDGs」に該当。

これまでの実績（2014.1.17現在）
キャップ総重量	・	約4.6t（約183万9千個）
ワクチン換算　	・	小児麻痺（ポリオ）：約2,300人分
　　　　　　　	・	結核（BCG）：約6,600人分
　　　　　　　	・	ジフテリア、百日咳、破傷風（DTP）：約5,100人分
　　　　　　　	・	はしか：約480人分

震災直後、避難所等における緊急支援を実施
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2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 

56.7歳 56.6歳 

55.6歳 55.5歳 

54.6歳 54.4歳 

52.8歳 
52.0歳 

52.8歳 

■グラフ③ 新規施設利用者平均年齢 （2005年～ 2013年推移） 

SSSの宿泊所を利用される方は何らかの理由で「住まい」が不安定な状態になっている方です。また、新規利
用される方の平均年齢は下降傾向にあります。これについて、グラフ④を見ると2つの特徴が読み取れます。
１つ目は若年層（49歳以下）が年々増加傾向にあること。２つ目は高齢層（60歳以上）は一定割合で推移して
いることです。

SSSの宿泊所はどんな人が利用するんですか？

何らかの理由で「住まい」を失う恐れがある方や、すでに失ってしまった方などが利用します。た
とえば、仕事を失い生活に困ってしまった方や病院を退院する際に帰る家が無い方など様々な理
由で生活困窮状態にある方が利用します。

A-1

Q-1

2,337人(62.9%) 462人(12.4%) 424人(11.4%) 494人(13.3%) 

1,769人(44.8%) 971人(24.6%) 868人(22.0%) 341人(8.6%) 

1,589人(42.1%) 894人(23.7%) 955人(25.3%) 336人(8.9%) 

2,117人(49.6%)  977人(22.9%)  845人(19.8%)  327人(7.7%)  

1,932人(44.5%)  1,064人(24.5%)  939人(21.6%)  408人(9.4%)  

2013年（調査対象数：4,087名）

2012年（調査対象数：4,343名） 

2011年（調査対象数：4,266名）  

2010年（調査対象数：3,774名） 

2009年（調査対象数：3,949名） 

2005年（調査対象数：3,717名） 

路上（駅・河川敷・サウナ・カプセル含） 自宅・その他の居所 どや・他施設 病院 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

2005年では路上生活をされていた方の新規相談が約6割を占めていましたが、近年では自宅や会社寮
などで生活をしていたが何かしらの理由で「住まい」を失ってしまった方の比率が高くなっています。

1,753人(42.9%)  1,067人(26.1%)  878人(21.5%)  389人(9.5%)  

■グラフ① 新規施設利用者の直前の居所推移 （2005年、2009年～ 2013年推移） 

日雇い（土木・雑工等） 建設業（大工・塗装・鳶・左官・内装　等） 輸送業（タクシー・トラック・重機・船舶　等） 一般職（会社員・公務員） 
調理関連（和食・洋食・中華　等） その他 製造業（工場　等） 
店員（販売員・パチンコ・新聞拡張員　等） 自営業 風俗業 管理職（会社員・公務員） 

技能職（IT関連・印刷・電気・水道・空調　等） 

452 人 
(10.6%) 

188 人 
(4.9%) 

219 人 
(5.8%) 

318 人 
(7.5%) 

336 人 
(7.7%) 

366 人 
(8.6%) 

325 人 
(8.4%) 

227 人 
(6.0%) 

118 人 
(2.8%) 

226 人 
(5.2%) 

299 人 
(7.0%) 

126 人 
(3.3%) 

78 人 
(2.1%) 

314 人 
(7.3%) 

118 人 
(2.7%) 

208 人 
(4.9%) 

426 人 
(10.0%) 

197 人 
(4.6%) 

203 人 
(4.8%) 

409 人 
(9.4%) 

176 人 
4.1%) 

127 人 
(3.3%) 

140 人 
(3.7%) 

238 人 
(5.6%) 

206 人 
(4.7%) 

142 人 
(3.3%) 

152 人 
(3.9%) 

197 人 
(5.2%) 

397 人 
(9.3%) 

446 人 
(10.3%) 

94 人 
(2.2%) 

202 人 
(5.2%) 

282 人 
(7.5%) 

160 人 
(3.8%) 

180 人 
(4.1%) 

26 人 
(0.6%) 

3人 
(0.1%) 

5人 
(0.1%) 

262 人 
(6.1%) 

 

5人
 (0.1%) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

2013年（調査対象数：4,087名）

2012年（調査対象数：4,343名）

2011年（調査対象数：4,267名）  

2010年（調査対象数：3,774名） 

2009年（調査対象数：3,865名） 

2005年（調査対象数：4,260名） 

■グラフ② 施設利用前の直前職 （2005年、2009年～ 2013年推移）

SSSの宿泊所を利用される方の以前の職種は、日雇いや派遣労働だけではなく、ホワイトカラーと言われ
る正社員や管理職の方など様々です。

611人 (16.2%) 

945人 (21.8%) 

1,017人 (23.8%) 

629人 (16.3%) 

1,396人 (32.8%) 

721人 (16.6%) 

779人 (18.3%) 

564人 (14.9%) 

708人 (18.3%) 

704人 (16.2%) 

914人 (24.2%) 506人 (13.4%) 

771人 (19.9%) 606人 (15.7%) 

861人 (20.2%) 

47人 (1.1%) 

35人 (0.8%) 

168 人 
(4.1%) 

4人
 (0.1%) 511人 (12.5%) 610人(14.9%) 289人(7.1%) 1,375人(33.6%) 313人(7.7%) 306人(7.5%) 184人

(4.5%) 
170人
(4.2%) 

114人
(2.8%) 

43人 (1.1%) 

31人 (0.8%) 

28人 (0.7%) 

43人 (1.0%) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

29歳以下　　30～39歳　　40～49歳　　50～54歳　　55～59歳　　60～64歳　　65～69歳　　70～79歳　　80歳以上

42人(1.1%) 

89人(2.2%) 

117人(3.1%) 

107人(3.0%) 

240人(6.1%) 

289人(7.7%) 

205人(4.8%) 

262人(6.0%) 

229人(5.6%) 

235人(6.3%) 

259人(6.5%) 

329人(8.6%) 

297人(8.3%) 

390人(9.9%) 

380人(10.1%) 

513人(12.0%) 

556人(12.8%) 

491人(12.0%) 

610人(16.4%) 

631人(15.9%) 

620人(16.2%) 

597人(16.7%) 

732人(18.5%) 

694人(18.4%) 

843人(19.8%) 

942人(21.7%) 

857人(21.0%) 

629人(16.9%) 

605人(15.2%) 

530人(13.8%) 

475人(13.3%) 

490人(12.4%) 

430人(11.4%) 

488人(11.4%) 

450人(10.4%) 

445人(10.9%) 

905人(24.3%) 

941人(23.7%) 

773人(20.2%) 

692人(19.4%) 

669人(16.9%) 

581人(15.4%) 

647人(15.2%) 

542人(12.5%) 

518人(12.7%) 

671人(18.1%) 

662人(16.7%) 

653人(17.0%) 

644人(18.0%) 

648人(16.4%) 

690人(18.3%) 

740人(17.3%) 

699人(16.1%) 

615人(15.0%) 

400人(10.8% ） 

468人(11.8%) 

465人(12.1%) 

415人(11.6%) 

487人(12.3%) 

408人(10.8%) 

472人(11.1%) 

456人(10.5%) 

474人(11.6%) 

210人(5.6%) 

294人(7.4%) 

303人(7.9%) 

320人(8.9%) 

263人(6.7%) 

275人(7.3%) 

321人(7.5%) 

386人(8.9%) 

402人(9.8%) 

15人(0.4%) 

20人(0.5%) 

40人(1.0%) 

29人(0.8%) 

30人(0.8%) 

27人(0.7%) 

37人(0.9%) 

50人(1.2%) 

56人(1.4%) 

■グラフ④ 新規施設利用者年齢構成比（2005年～ 2013年推移） 

2013年（調査対象数：4,087名）

2012年（調査対象数：4,343名） 

2011年（調査対象数：4,266名）  

2010年（調査対象数：3,774名） 

2009年（調査対象数：3,949名） 

2008年（調査対象数：3,576名）

2007年（調査対象数：3,830名）

2006年（調査対象数：3,969名）

2005年（調査対象数：3,717名） 

NPOエスエスエス　活動実績調査2005－2013
入口調査（宿泊所利用者）

※毎年1月1日より12月31日までの間に新たに施設利用を開始した方を対象としています。
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0% 70% 80% 90% 100% 

2013年（調査対象数：4,383名）

2012年（調査対象数：4,354名）

2011年（調査対象数：4,543名）  

2010年（調査対象数：4,484名） 

2009年（調査対象数：4,557名） 

2005年（調査対象数：4,100名） 

■グラフ⑧ 施設内の収入内訳推移 
    （2005年、2009年～ 2013年推移）

13人 
(0.3%) 

16人 
(0.4%) 

24人 
(0.5%) 

8人 
(0.2%) 

6人 
(0.1%) 

 

3,007人（69.1%） 

3,248人（71.5%） 

3,247人(72.4%) 

3,291人(72.2%) 

2,658人(64.8%) 

317人（7.3%） 866人（19.9%） 

859人（18.9%） 

933人（20.8%） 

933人（20.5%） 

1,173人（28.6%） 

251人 （5.5%） 

163人 （3.6%） 

177人 （3.9%） 

106人
 （2.6%） 

24人 (0.6%) 

23人 (0.5%) 

15人 (0.3%) 

16人 (0.4%) 

68人
 (1.6%) 

113人 
（2.5%） 

68人
 (1.5%) 

83人
 (1.8%) 

108人
 （2.6%） 

43人
 (0.9%) 

34人 
(0.8%) 

41人
 （0.9%） 

29人
 （0.7%） 

66人 
（1.5%） 

(0.8%) 3,048人（69.5%） 329人（7.5%） 841人（19.2%） 

12人 (0.3%) 
54人
 (1.2%) 

64人 
（1.5%） 

生活保護のみ 就労収入のみ 
年金のみ 就労収入＋年金 その他（仕送りなど） 

半福祉①（生活保護＋就労収入） 半福祉②（生活保護＋年金） 

35人 

13人 (0.3%) 

すでに仕事や住まいを失ってしまった状態の方は、SSSへ相談に来られた際に生活保護の活用以外の方法が
残されていない場合がほとんどです。支援する上で、可能な場合は就労収入や年金による経済的自立を目指
しますが、それらの収入では最低生活費に至らないケースもあるため、「半福祉」（生活保護＋就労収入、また
は生活保護＋年金など）という形をご本人の意向に沿って支援しています。

■グラフ⑨ 家族・親族との連絡 ＊2013年アンケート結果 （回答数3,953） 

1,687人
(42.8%) 

312人(7.8%) 

930人
(23.5%) 

1,024人
(25.9%) 

とれる 
とれない・今後連絡をとりたい 
とれない・今後も連絡したくない 
とれない・どちらともいえない 

※毎年9月1日時点で施設利用をされている方を対象としています。		
	

年金や雇用保険、生活保護等を利用して生活しています。SSSの宿泊所を利用開始した時点では
多くの方が生活保護を活用しますが、その後SSSの就労支援や年金手続き支援によって収入が変
化していきます。

グラフ⑨を見ると、家族や親族等に連絡をとることができない方が全体の約6割いることが分かりま
す。「連絡を取りたいけど、何年も音信不通にしてしまった」等、理由はそれぞれ異なりますが、生活
が崩れていく中で人とのつながりも断ち切れてしまい、社会の中で孤立していく方が多い現状があ
ります。

SSSの宿泊所を利用する人の収入はどうなっていますか？

なぜ、家族や友人を頼らないんですか？

男  女 

基本的には単身男性が多く利用しますが、女性専用施設や世帯（母子、夫婦、家族等）を受け入れ可能な
施設を設け、女性の利用も受け付けています。

2013年（調査対象数：4,087名）

2012年（調査対象数：4,343名）

2011年（調査対象数：4,266名）  

2010年（調査対象数：3,774名） 

2009年（調査対象数：3,949名） 

2005年（調査対象数：3,717名） 

■グラフ⑤ 新規施設利用者の男女構成比 （2005年、2009年～ 2013年推移）

0% 10%  20%  30% 40% 50% 60%  70% 80% 90%  100%

3,864人(94.5%) 223人(5.5%) 

3,584人(96.4%) 

3,757人(95.1%) 

3,626人(96.1%) 

4,070人(95.4%) 

4,140人(95.3%) 

133人(3.6%) 

192人(4.9%) 

148人(3.9%) 

196人(4.6%) 

203人(4.7%) 

2013年（調査対象数：4,087名）

2012年（調査対象数：4,343名）

2011年（調査対象数：4,266名）  

2010年（調査対象数：3,774名） 

2009年（調査対象数：3,949名） 

2005年（調査対象数：4,004名） 

■グラフ⑦ 施設利用経験 （2005年、2009年～ 2013年推移）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

1,410人(35.2%)  

989人(25.0%)  

1,092人(28.9%)  

1,067人(25.0%)  

1,195人(27.5%)  

2,594人(64.8%)  

2,960人(75.0%)  

2,682人(71.1%)  

3,199人(75.0%)  

3,148人(72.5%)  

1,153人(28.2%)  2,934人(71.8%)  

 
あり なし 

SSSの宿泊所では利用開始する方のうち3,000人ほどが（他団体の運営する同種の施設も含めて）初め
て利用する方になりますので、ホームレス状態の方に対するセーフティネットとして一定の役割を担い続
けていることが分かります。

0% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

1,870人(50.3%) 

3,482人(88.2%) 

3,338人(88.4%) 

3,520人(82.5%) 

3,660人(84.3%) 

1,063人(28.6%) 

257人(6.5%) 

321人(8.5%) 

572人(13.4%) 

499人(11.5%) 

743人(20.0%) 

181人
(4.6%)

93人
(2.5%)

134人
(3.1%)

89人
(2.0%)

41人
(1.1%)

29人
(0.7%)

22人
(0.6%)

40人
(0.9%)

95人
(2.2%)

役所紹介 相談所来所 

2013年（調査対象数：4,087名）

2012年（調査対象数：4,343名）

2011年（調査対象数：4,266名）  

2010年（調査対象数：3,774名） 

2009年（調査対象数：3,949名） 

2005年（調査対象数：3,717名） 

■グラフ⑥ ＳＳＳ来所のきっかけ （2005年、2009年～ 2013年推移）
アウトリーチ（SSS相談員からの紹介） その他（役所以外の団体、ボランティア等） 

3,746人(91.7%) 155人
(3.8%) 

79人
(1.9%) 

107人
(2.6%) 

2005年時点ではSSS相談センターへの来所やアウトリーチによる支援開始が約半数でしたが、近年は福祉事
務所等による情報提供をきっかけとしたケースが多くなっています。

SSSの宿泊所は何をしているところなんですか？

生活困窮者の方に対して自立支援をするところです。何らかの事情で「住まい」や「生活」に
困窮した方に対して「一時的な居所」を提供し、生活支援、就労支援、地域生活移行支援等を
行っています。

施設内調査（宿泊所利用者）

A-2

Q-2

A-3

A-4

Q-3

Q-4

入口調査（宿泊所利用者）
※毎年1月1日より12月31日までの間に新たに施設利用を開始した方を対象としています。
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自立に向けて各自のペースで生活をされています。共同生活の中で最低限守るべきルールに沿っ
て、自立を目指した生活習慣を身に付けていきます。住民票の異動や各種手続きを済ませつつ、債
務処理等、法律家の支援を必要とする場合は、弁護士事務所や法テラスへ足を運びます。また、傷
病のある方は通院や服薬に関するサポートを受け、稼働対象の方はSSS自立支援セミナーを受講
するなど、各種就労支援を活用し、仕事探しをしていくといった生活を送ります。各種支援を受けな
がら、心身の状態を整えることや社会生活に慣れることなど、自立へ向けた社会的リハビリの期間
を過ごすこととなります。

宿泊所でどんな生活をしてるんですか？

就労者累計
(2012年11月～ 2013年10月）

就労者
月平均数

年間経済効果額
(2012年11月～ 2013年10月）

経済効果額
月平均

東京 1,971人 164人 142,830,246円 11,902,521円 
三多摩 1,632人 136人 119,241,881円 9,936,823円
神奈川 2,446人 204人 142,651,849円 11,887,654円
千葉 2,026人 169人 207,353,155円 17,279,430円
埼玉 2,182人 182人 181,405,311円 15,117,109円
茨城 667人 56人 47,855,030円 3,987,919円
全体 10,924人 910人 841,337,472円 70,111,456円

■表⑪ 就労や年金受給手続き支援等による経済効果（2012年11月～ 2013年10月までの12 ヵ月） 

SSSの宿泊所を利用する稼働対象者（グラフ⑩2013年：2,166人）に対して月平均910名、約42％の方
は就労をしています。これらの就労者や年金によって生活するようになった方の収入申告によって削減
できた生活保護費を経済効果として算出すると、年間約8.4億円となります。※この実績には退所者は
含まれていないため、就労によってSSSを退所し、その方が半年間就労を継続していると仮定した場
合、年間約16億円の経済効果があるという独自の推計結果も出ています。

■グラフ⑬ 平均入所期間推移 （2005年～ 2013年推移） 

■グラフ⑫ 年代別入所期間推移 
　 （2005年～ 2013年推移）

728日 692日 717日 

820日 

944日 
937日 

1,048日 

1,010日 

 

全体平均 

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

204日 
304日 268日 

322日 330日 373日 413日 
351日 396日 

443日 445日 
571日 

490日 490日 476日 459日 

601日 610日 645日 

775日 765日 760日 788日 776日 
852日 853日 900日 

1,046日 1,100日 1,089日 
1,167日 1,185日 

949日 
1,005日 1,043日 

1,216日 

1,679日 

1,562日 

1,814日 

1,539日 

728日 692日 717日 
820日 

944日 937日 
1,048日 1,010日 

３０代以下 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 全体平均 

1,565日 

1,256日 
1,135日 

913日 

610日 

492日 

1,135日 

■グラフ⑭ 施設利用者平均年齢 （2005年～ 2013年推移） 

59.9歳 59.9歳 60.1歳

62.1歳

59.7歳

60.5歳

59.8歳

61.1歳

60.0歳

新たに宿泊所を利用される方の平均年齢は下がっていますが（※P27グラフ③参照）、グラフ⑭の通り、宿
泊所で生活している方の平均年齢は下がっていません。グラフ⑮を見ると、高齢層（60歳以上）の方が多く
在籍していることが分かります。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

■グラフ⑮ 施設内の年齢構成比推移 （2005年～ 2013年推移） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

2013年(調査対象数：4,383名)
2012年(調査対象数：4,354名)
2011年(調査対象数：4,543名)  
2010年(調査対象数：4,482名) 
2009年(調査対象数：4,557名) 
2008年(調査対象数：4,217名) 
2007年(調査対象数：4,212名) 
2006年(調査対象数：4,055名) 
2005年(調査対象数：4,100名) 

968人(22.2%) 

1,048人(23.1%) 

1,047人(23.4%) 

1,012人(22.2%) 

995人(23.6%) 

981人(23.3%) 

962人(23.7%) 

945人(23.0%)  509人(12.4%) 

449人(11.1%) 

 447人(10.6%) 

 415人(9.8%) 

 436人(9.6%) 

 423人(9.4%) 

387人(8.5%) 

378人(8.7%)  499人(11.5%) 

485人(10.7%) 

 441人(9.8%)

418人(9.2%)

 329人(7.8%)

 362人(8.6%)

 318人(7.8%)

 349人(8.5%)

   　232人(5.3%) 

   　239人(5.5%)

   229人(5.0%)

81人(1.9%)

85人(1.9%)

66人(1.5%)

41人(0.9%)

41人(0.9%)

29人(0.7%)

23人(0.5%)

21人(0.5%)

18人(0.4%)

798人(18.3%) 

810人(17.8%) 

564人(13.0%) 

711人(15.9%) 

801人(17.6%) 

796人(18.9%) 

872人(20.7%) 

917人(22.6%) 

976人(23.8%) 

739人(17.0%) 

719人(15.8%) 

702人(15.7%) 

667人(14.6%) 

647人(15.3%)

565人(13.4%)

538人(13.3%)

443人(10.8%)

88人(2.0%) 

 893人(20.4%) 369人(8.4%)  507人(11.6%) 829人(18.9%) 521人(11.9%) 835人(19.1%) 112人(2.6%) 

90人(2.0%) 

77人(1.7%)

63人(1.4%) 

56人(1.3%) 

44人(1.0%) 

37人(0.9%) 

25人(0.6%) 

862人(19.2%) 

931人(20.4%) 

822人(19.5%) 

789人(18.7%) 

711人(17.5%) 

725人(17.7%) 

709人(15.6%) 

29歳以下　　30～39歳　　40～49歳　　50～54歳　　55～59歳　　60～64歳　　65～69歳　　70～79歳　　80歳以上

188人
(4.1%) 

128人
(3.0%)

178人
(4.0%)

129人
(3.1%) 

102人
(2.5%) 

110人
(2.7%)

平均して約3年程度です。その背景には働くことができる若年層が自立し、行き場のない高齢者や
SSSでの生活を望む高齢者が宿泊所に留まるといったことがあげられます。このことが入所期間
の全体平均を引き上げる要因になっています。

SSSの宿泊所でどれくらいの期間過ごしているんですか？

■グラフ⑩ 施設内の稼働対象者構成比 （2005年、2009年～ 2013年推移）

 

2,261人(51.9%) 

2,297人(50.6%) 

2,137人(47.5%) 

2,285人(50.1%) 

1,895人(46.2%) 

2,093人(48.1%) 

2,166人(49.4%) 2,217人(50.6%) 

2,246人(49.4%) 

2,365人(52.5%) 

2,272人(49.9%) 

2,205人(53.8%) 

2013年（調査対象数：4,383名）

2012年（調査対象数：4,354名）

2011年（調査対象数：4,543名）  

2010年（調査対象数：4,502名） 

2009年（調査対象数：4,557名） 

2005年（調査対象数：4,100名） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

高齢傷病者（左記以外の方） 稼動対象者（64歳以下で健康な方） 

SSSではアセスメントにより64歳までの方を稼働対象者としています。（実際は65歳以上で元気に就
労されている方もいます。）反対に年齢は若くても傷病を抱えていたり、何らかの障碍をお持ちで就労
が難しい方がいるため、稼働対象者の構成比は5割程度となっています。

施設内調査（宿泊所利用者）

A-5 A-6
Q-5 Q-6
※毎年9月1日時点で施設利用をされている方を対象としています。		
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自主（帰郷等による円満退去） 

■グラフ⑯ 居宅等への転宅総数推移 （2005年～ 2013年推移） 

■グラフ⑰ 居宅等への転宅総数累計 （2005年～ 2013年推移） 

■グラフ⑱ 退所者の種別構成比推移 （2005年、2009年～ 2013年推移） 

1,785人 
1,705人 1,731人 1,774人 

2,025人 

2,320人 
2,386人 

2,488

2,392人

人 

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 

1,785人 3,490人 5,221人 
6,995人 

9,020人 11,340人 
13,726人 

16,214 18,606人人 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 100% 

1,153人(31.1%) 

1,286人(34.9%) 

1,498人(38.4%) 

1,599人(36.7%) 

1,539人(35.4%) 

1,586人(38.2%) 

（調査対象数：3,712名） 

（調査対象数：3,684名） 

（調査対象数：3,899名） 

（調査対象数：4,357名） 

（調査対象数：4,344名） 

2013年

2012年

2011年

2010年

2009年

2005年

（調査対象数：4,154名） 

358人(9.6%) 

385人(10.5%) 

371人(9.5%) 

406人(9.3%) 

460人(10.6%) 

392人(9.4%) 

274人
(7.4%)

 

354人(9.6%) 

451人(11.6%) 

381人(8.7%) 

489人(11.3%) 

414人(10.0%) 

124人 
(3.3%) 

136人 
(3.7%) 

308人 (7.9%) 

308人 (7.1%) 

152人 
(3.5%) 

175人 
(4.2%) 

59人 (1.6%) 

106人 (2.9%) 

33人 (0.8%) 

117人 (2.7%) 

108人 (2.5%) 

86人 (2.1%) 

48人 (1.3%) 

243人 
(6.6%) 

143人 (3.7%) 

75人 (1.7%) 

91人 (2.1%) 

99人 (2.3%) 

306人(8.2%) 

320人(8.7%)  

95人 
(2.4%) 

254人
(5.8%)

 

247人
(5.7%)

 

265人
(6.4%)

 

1,390人(37.4%)  
854人 (23.2%) 

1,000人(25.6%)

1,217人
(27.9%)

1,258人
(29.0%)

1,137人
(27.4%)

入院（長期入院による退去） 
死亡 役所（行政指導等の理由による退去） 累積違反 未届（施設利用解約届未提出による退去） 
自立（就労等による転宅、高齢転宅　等） 移動（他法施設への移動） 

※無届事業者とは、行政等に届出をせずに宿泊所と同様の形態で施設を運営している事業者です。届出をしないため、居室環境や支援等を行政が把握
することができず、問題が顕在化しずらく、対策が取れない等の課題があります。平成22年度の国の調査では、宿泊所が488施設に対し約1,300の無
届施設があると言われています。

SSSの宿泊所を2013年に退所した方の4割弱、約1,600人が自立によって地域のアパート等へ転居し
ました。また、約400人が帰郷されるなど地域や家族等とのつながりを再度取り戻しています。その
他、高齢者施設や障碍者施設等への転居も約400人にのぼり、低所得高齢者の介護認定や障碍者の
障害程度区分認定等の支援が適切に実を結んでいます。

居宅生活移行支援事業
等が整備された時期

※毎年1月1日より12月31日までの間に施設を退所された方を対象としています。

毎年2,000人以上の方がアパートや他の社会資源等へ転居をしています。特に2009年以降リー
マンショックの影響により仕事を失った方等への支援が大きく報じられた結果、福祉行政が居宅
移行を積極的に促進してきました。またSSSでは国・地方自治体による「優良施設への支援」とし
て「居宅生活移行支援事業」を2010年より受託し、貧困ビジネスと呼ばれる悪質な事業者や無
届事業者等とは一線を画した実績を出しています。

SSSの宿泊所から自立する人はどれくらいいるんですか？

出口調査（宿泊所利用者）

A-7
Q-7

◇回答者属性 

◇支援体制について

■年齢構成比（有効票数：3,629票)   

■今抱えている課題（有効票数：3,430票）   

■支援ニーズの構成比

271名 
(8.6%) 

328名 
(10.2%) 

394名 
(14.5%) 

1,157名 
(32.5%) 

813名 
(24.5%) 

143名 
(4.5%) 

161名 
(5.0%) 

95名 
(3.5%) 

143名 
(4.0%) 

150名 
(4.5%) 

26名 (0.8%) 

38名 (1.2%) 

29名 (1.1%) 

55名 (1.5%) 

76名 (2.3%) 

339名 
(10.7%) 

353名 
(10.9%) 

214名 
(7.9%) 

214名 
(6.0%) 

305名 
(9.2%) 

783名 
(24.8%) 

1,296名 
(40.2%) 

1,387名 
(51.0%) 

1,387名 
(39.0%) 

1,215名 
(36.7%) 

1,595名 
(50.5%) 

1,050名 
(32.5%) 

599名 
(22.0%) 

599名 
(16.8%) 

754名 
(22.8%) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

債務処理に関する相談
 （有効票数：3,157票）

就労に関する相談
 （有効票数：3,226票）

年金手続きに関する相談
 （有効票数：2,718票）

通院や入院に関する相談
 （有効票数：3,555票）

住民票異動に関する相談
 （有効票数：3,313票）

9名(0.2%) 

53名(1.5%) 
175名(4.8%) 

412名
(11.4%) 

766名 
(21.1%) 

1,443名 
(39.8%) 

700名 
(19.3%) 

71名 
(2.0%) 

１０代 
２０代 
３０代 
４０代 

５０代 
６０代 
７０代 
８０代～ 

1,209名 
(35.2%) 

169名(4.9%) 

49名(1.4%) 

1,427名 
(41.6%) 

172名 
(5.0%) 

217名 
(6.3%) 

120名 
(3.5%) 

67名(2.0%) 

１．月末に生活費が残らない 

２．自炊や洗濯、掃除が苦手 

３．薬を決まった通り飲めない 

４．お医者さんにどこが悪いかうまく伝えられない 

５．困った時にどこに相談すればいいかわからない 

６．履歴書を作ったりするのが苦手 

７．仕事をすぐやめてしまう 

８.  その他 

解決した 

相談した 相談しなかった

解決の途中 解決しなかった これから相談予定 自分でできる この項目は困っていない 

利用者アンケート調査結果報告（2013年9月－10月実施）

毎年9月より1ヵ月間に渡り、ＳＳＳ利用者様に対して利用者満足度調査を実施しています。回答には重複回答や詳
細不明等も含み集計を行っているためそれぞれの設問に対し、有効票数に差異があります。
尚、アンケートの実施にあたっては、利用者様の正確なニーズを把握するため、氏名の記入は自由とし、事務局スタッフ

（施設担当職員以外）で行っています。
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■食事について 

料理の味について 

食事の量について 

食事の品数について 

（有効票数：3,281票)

（有効票数：3,319票)

（有効票数：3,337票)

（有効票数：3,330票)

（有効票数：3,342票)

総合的な評価について 

食事のあたたかさについて 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

◇居住面について

◇エス・エス・エスの総合的な評価について 

■施設の雰囲気について（有効票数：3,578票） 

■居住環境について（有効票数：3,435票）

■ＴＶ・エアコン設備について（有効票数：3,583票）

■職員の対応について（有効票数：3,493票）

■エス・エス・エスの総合的な評価について（有効票数：3,164票）

1．満足　　  2．やや満足 　　 3．普通 　 　 4．やや不満 　  　５．不満 

1．満足　　  2．やや満足 　　 3．普通 　 　 4．やや不満 　  　５．不満 

1．満足　　  2．やや満足 　　 3．普通 　 　 4．やや不満 　  　５．不満 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

1．満足　　  2．やや満足 　　 3．普通 　 　 4．やや不満 　  　５．不満 

1．満足　　  2．やや満足 　　 3．普通 　 　 4．やや不満 　  　５．不満 

1．満足　　  2．やや満足 　　 3．普通 　 　 4．やや不満 　  　５．不満 

681名 
(19.0%) 

453名 
(12.7%) 

1,866名 
(52.2%) 

368名 
(10.3%) 

210名 
(5.9%) 

728名 
(21.2%) 

416名 
(12.1%) 

1,517名 
(44.2%) 

497名 
(14.5%) 

277名 
(8.1%) 

978名 
(27.3%) 

422名 
(11.8%) 

1,637名 
(45.7%) 

344名 
(9.6%) 

202名 
(5.6%) 

519名 
(15.5%) 

663名 
(19.9%) 

703名 
(21.1%) 

535名 
(16.1%) 

458名 
(14.0%) 

331名 
(9.9%) 

291名 
(8.7%) 

318名 
(9.5%) 

321名 
(9.7%) 

358名 
(10.9%) 

1,560名 
(46.7%) 

1,800名 
(54.1%) 

1,715名 
(51.4%) 

1,592名 
(48.0%) 

1,541名 
(47.0%) 

552名 
(16.5%) 

330名 
(9.9%) 

333名 
(10.0%) 

533名 
(16.1%) 

555名 
(16.9%) 

380名 
(11.4%) 

246名 
(7.4%) 

268名 
(8.0%) 

338名 
(10.2%) 

369名 
(11.2%) 

979名 
(28.0%) 

392名 
(11.2%) 

1,821名 
(52.1%) 

174名 
(5.0%) 127名 

(3.6%) 

797名 
(25.2%) 

499名 
(15.8%) 

1,583名 
(50.0%) 

205名 
(6.5%) 

80名 
(2.5%) 

エスエスエス絵画コンクール2013
テーマ「喜び」受賞作品

金賞　
市原荘　Ａ.Ｆ様

理事長賞　
ハッピーホーム中原　Ｙ.Ｉ様

「NPO SSS法人案内2014」
発行日　2014年4月10日
編集・発行　特定非営利活動法人エス・エス・エス
〒110-0015　東京都台東区東上野3-36-8カナイビル 2F
TEL　03-3834-6854
FAX　03-3834-6855
公式ホームページ　http://www.npo-sss.or.jp/

印刷・制作　株式会社オーケープリント
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【表紙デザインコンセプト】
個人や組織などを表す様々な色合いが、スピード感を持って未来へ進んでいくイメージ。
同系色の青が共感を表す一方で、根底にある情熱=赤が血の通った組織を表しています。

利用者アンケート調査結果報告（2013年9月－10月実施）



特定非営利活動法人　エス・エス・エス
〒110-0015  東京都台東区東上野3-36-8 カナイビル 2F
TEL 03-3834-6854　FAX 03-3834-6855
HP  http://www.npo-sss.or.jp/

お問い合わせ

宿泊所事業部

障碍者事業部

加盟組織

高齢者事業部

◉東京支部・相談センター　　　　　　　　　　　　　　　 	 ◉埼玉支部・相談センター
	 〒110-0015		  〒330-0083
	 東京都台東区東上野3-36-8カナイビル２F		  埼玉県さいたま市大宮区高鼻町1-51-1三石ビル１F
　TEL03-3834-6850　FAX03-3834-6851		  TEL048-640-5352　FAX048-640-5322
　相談フリーダイヤル　0120-346-850		  相談フリーダイヤル　0120-862-767

◉三多摩支部・相談センター	 ◉千葉支部・相談センター
	 〒183-0005		  〒260-0045
	 東京都府中市若松町4-3　河内ビル 201		  千葉県千葉市中央区弁天町3-2-1江沢ビル 102
	 TEL042-352-0276　FAX042-352-0277		  TEL043-207-5321　FAX043-207-5351
	 相談フリーダイヤル　0120-127-374		  相談フリーダイヤル　0120-853-733

◉神奈川支部・相談センター	 ◉茨城支部・相談センター
	 〒210-0014		  〒302-0004
	 神奈川県川崎市川崎区貝塚1-3-17シャンポール第2川崎101		  茨城県取手市取手1-2-7
	 TEL044-221-6403　FAX044-221-6404		  TEL0297-71-2188　FAX0297-71-2189
	 相談フリーダイヤル　0120-776-799		  相談フリーダイヤル　0120-242-188

◆ラ・ファミ・ド八王子（グループホーム）
　〒192-0012
	 東京都八王子市左入町414-6
	 TEL042-673-2014　FAX042-673-2015

◆エスプリ（就労継続支援B型）
	 〒192-0001
	 東京都八王子市戸吹111-3
	 TEL042-696-3381　FAX042-696-3382

◆え笑み（放課後等デイサービス）
	 〒197-0827
	 東京都あきる野市油井87-3シャルマンルーフ 2F-A
	 TEL042-550-7185　FAX042-550-7186

◆サクレ江戸川（グループホーム）
　〒132-0025
　東京都江戸川区松江2-18-16
　TEL03-5879-9108   FAX03-5879-9109

◆障がい者相談支援センター　いまここ
　（特定相談支援.障害児相談支援）
　〒197-0804
　東京都あきる野市秋川1-12-1エスポワールⅢ番館1-B
　TEL042-595-5720　FAX042-595-5721

■ NPO法人ホームレス支援全国ネットワーク
■ 埼玉県ホームレス自立支援委員会
■ 東京都精神障害者共同ホーム連絡会
■ 日本居住福祉学会
■ 社会的企業研究会
■ CEFEC Japan準備委員会

※お問い合わせは先は[宿泊所事業部]と共通です。各支部にご連絡ください。

「SSSスマイルプロジェクト」は、
福島ユナイテッドFCの応援を通じて

東日本大震災の復興支援を行っています。


